
平成１８年２月２４日判決言渡　同日原本領収　裁判所書記官
平成１７年(ワ)第５６４９号　不正競争行為差止等請求事件
口頭弁論終結日　平成１７年１２月２７日
　　　　　　 　　　　　判　　　　　　　決
　      原告              　　　　　　　　　エーザイ株式会社
　　　　同訴訟代理人弁護士　　　　　　　　　中村勝彦
　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　長坂省
　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　藤井基
　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　柏健吾
　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　太田知成
　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　伊勢智子
　　　　同　  　　　　　　　　　　　　　　　宮下央
　　　　被告              　　　　　　　　　共和薬品工業株式会社
　　　　同訴訟代理人弁護士　　　　　　　　　岡田春夫
　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　辻淳子
　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　森博之
　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　中西淳
　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　長谷川裕
　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　木村美樹
　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　川中陽子
　　　　　　　　　　　　主　　　　　　　文
　１　原告の請求をいずれも棄却する。
　２　訴訟費用は原告の負担とする。
　　　　　　　　　　　　事実及び理由
第１　請求
　１　被告は，別紙被告標章目録１記載のＰＴＰシート及び別紙被告標章目録２記
載のカプセルを使用した胃潰瘍治療剤を製造，販売してはならない。
　２　被告は，その占有に係る前項記載の商品を廃棄せよ。
　３　被告は，原告に対し，６６３万６０００円及びこれに対する平成１７年４月
１９日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
第２　事案の概要
　本件は，原告が，被告に対し，原告医薬品のカプセル等の色彩及び形態に類似す
るジェネリック医薬品を製造，販売する被告の行為は不正競争防止法２条１項１号
に該当すると主張して，同法３条に基づく差止め及び廃棄並びに同法４条，５条２
項に基づく損害金及び遅延損害金の支払を求めた事案である。
　１　前提事実
　(1)　当事者
　 ア　原告
　原告は，医薬品の製造，販売，輸出入等を業とする株式会社である。
　 イ　被告
　被告は，医薬品の製造，販売，輸出入等を業とする株式会社である。
(以上，争いのない事実)
　(2)　原告商品
　 ア　販売開始時期等
　原告は，昭和５９年１２月６日，販売名を「セルベックスカプセル５０ｍｇ」と
いい，テプレノンを有効成分として含有する胃潰瘍治療剤(以下「原告商品」とい
う。)の販売を開始し，以後，原告商品の販売を継続している。
　 イ　原告形態
　原告商品は，テプレノンが充填された別紙原告標章目録２記載のカプセル(以下
「原告カプセル」という。)を別紙原告標章目録１記載のＰＴＰシート(以下「原告
ＰＴＰシート」という。)に装填した形態で販売されている(以下，原告商品の形態
を「原告形態」という。)。
(以上，争いのない事実)
　(3)　被告商品
　 ア　販売開始時期等
　被告は，平成１０年１０月，販売名を「テルペノンカプセル５０ｍｇ」といい，
テプレノンを有効成分として含有する胃潰瘍治療剤(以下「被告商品」という。)の
製造，販売を開始し，以後，被告商品の製造，販売を継続している。



　 イ　被告形態
　被告商品は，テプレノンが充填された別紙被告標章目録２記載のカプセル(以下
「被告カプセル」という。)を別紙被告標章目録１記載のＰＴＰシート(以下「被告
ＰＴＰシート」という。)に装填した形態で製造，販売されている(以下，被告商品
の形態を「被告形態」という。)。
(以上，争いのない事実)
　(4)　販売態様
　 ア　原告商品及び被告商品は，医療用医薬品である。
　 イ　したがって，原告商品及び被告商品は，直接又は卸売業者を介して，病院，
医院，薬局に販売される。
　患者は，医師の処方に基づいて，院内処方の場合は病院又は医院から，院外処方
の場合は薬局から，原告商品又は被告商品を購入する。
　 ウ　医師は，患者の症状に応じて，当該患者に適した医薬品を選択し，処方せん
に記載する。
　 エ　商品名処方がされた場合，薬剤師は，医師の発行した処方せんに記載された
医薬品につき，これを変更して調剤してはならないから(薬剤師法２３条２項)，当
該医師が発行した処方せんに記載されたとおりの商品を患者に提供する。
　 オ　現在は数が極めて少ないが，医師により一般名処方で処方せんが出される場
合がある。この場合，処方せんを受け取った薬剤師の判断により，①処方せんに記
載された一般名に対応する具体的な商品を薬剤師が選択する場合と，②薬剤師が，
患者に対して，処方せんに記載された一般名に対応する商品について具体的に説明
した上で，患者が具体的な商品を選択する場合がある。
(以上，争いのない事実，弁論の全趣旨)
　２　争点
　(1)　原告形態は，不正競争防止法２条１項１号の「商品等表示」として需要者の
間で広く認識されているか。
　(2)　被告形態は原告形態と類似するか。
　(3)　被告商品を販売する被告の行為に混同を生じさせるおそれがあるか。
　(4)　被告の故意又は過失は認められるか。
　(5)　原告の請求は権利の濫用と認められるか。
　(6)　原告の損害額はいくらか。
　３　争点(1)(商品等表示及び周知性)に関する当事者の主張
　(1)　原告の主張
　 ア　法律論
　特徴のある形態が特定の商品に長期間継続的に使用されたり，又は短期間であっ
ても強力に宣伝されたような場合には，商品の形態自体も出所識別機能を獲得し，
不正競争防止法２条１項１号の「商品等表示」に当たるものと解すべきである。
　 イ　特徴のある形態
　 (ｱ)　原告形態は，前提事実(2)イのとおり，①銀色地に青色の文字等のデザイン
を付したＰＴＰシート並びに②緑色及び白色の２色のカプセルから構成されたもの
であり，原告形態と同一又は類似した形態の胃潰瘍治療剤は存在しないから，特徴
のある形態である。
　 (ｲ)　後記被告の認否及び反論イ(ｲ)(カプセルの色)ａ(抗潰瘍用剤)は不知。アシ
ノンカプセル１５０及びゲファニールカプセル５０については，カプセルの色彩が
異なる。
　ｂ(その他の薬剤)及びｃ(販売時期等)は不知。
　 (ｳ)　同イ(ｳ)(ＰＴＰシート)は不知。
　アシノンカプセル１５０については，ＰＴＰシートの色が異なる。
　被告はカプセルの色とＰＴＰシートのデザインを分けて考察するが，両者を一体
として考察すべきである。
　 (ｴ)　同イ(ｴ)(原告商品のジェネリック医薬品)のうち，ａ(阻止措置)は争い，ｂ
(ジェネリック医薬品の販売)は認める。
　 ウ　長期間の使用等
　 (ｱ)　情報伝達活動
　原告は，原告商品の販売が開始された昭和５９年１２月以来２０年以上にわた
り，１０００人に達する医薬情報担当者(以下「ＭＲ」という。)を通じて，全国の
医師及び薬剤師(以下「医師等」という。)に対し，原告商品に関する情報を提供す
るなどの情報伝達活動を行ってきた。



　 (ｲ)　販売実績
　原告商品は，医薬品が医師によってどれだけ処方されたかを示す処方ランキング
において，全国の病院で処方された全医薬品の中で平成１３年まで処方ランキング
の２位を維持し，平成１６年においても同ランキングの４位であった。
　Ａ２Ｂ抗潰瘍剤の中では，原告商品は，平成１２年から平成１６年まで処方ラン
キングで１位であった。
　 エ　需要者
　 (ｱ)　医師等
　　ａ　医師等は，原告商品の需要者である。
　　ｂ　すなわち，医師，薬剤師は，日常的に多数の種類，品目の医薬品を取り扱
っていることから，商品名だけで医薬品を識別することは困難であり，医薬品のカ
プセル及びＰＴＰシートの外観を写真で見ることにより，商品名だけで医薬品を認
識する場合に比べて医薬品の識別力をはるかに高めている。そして，そのような医
薬品の写真が添付された説明書を日常的に目にすることによって，医師や薬剤師で
あったとしても，医薬品を商品名ではなくその外観で認識することは十分考えられ
る。
　　ｃ　後記被告の認否及び反論エ(ｱ)ｂ(a)(９３５通知)は認め，(b)(販売名によ
る識別)は否認する。
　９３５通知の別添４は，誤投与を防止する目的から，ＰＴＰシートに販売名等を
記載すべきことを指示するものであるが，販売名等を記載した趣旨を損なわないこ
と以外に医療用医薬品の形態について何ら言及していないから，同通知から，被告
主張のＰＴＰシート等の外観に出所表示機能を持たせるべきではないことは，何ら
導き出せない。
　 (ｲ)　胃潰瘍の患者
　　ａ　胃潰瘍の患者は，原告商品の需要者である。
　　ｂ　すなわち，胃潰瘍の患者は，自ら積極的に薬剤を選択しないが，自らの意
思と支出において医薬品を購入するものであるから，処方される医薬について関心
を持ち，医師に対し特定の医療用医薬品を処方してほしい旨の希望を伝えることも
十分考えられ，商品選択の主体である。
　　ｃ　原告形態のこのような出所表示機能は，特に患者が高齢者の場合に顕著に
現れる。すなわち，高齢者は，白内障等の眼疾患を有している割合が高いため，視
力の低下によってＰＴＰシートに記載されている小さな文字を識別することがほと
んど不可能であり，ほとんどの高齢者は，ＰＴＰシート自体の色，ＰＴＰシートに
記載されている文字の色又はカプセルの色だけによって薬剤を識別している(甲１
１)。
　 オ　ジェネリック医薬品の特殊性
　後記被告の認否及び反論オは否認する。
　９３５通知は，誤投与を防止するためにＰＴＰシートに記載すべき事項を定めて
いるだけであり，同一の効能・効果を有する医薬品について，そのカプセル及びＰ
ＴＰシートの外観を類似させることは全く要請していない。
　 カ　まとめ
　 (ｱ)　以上によれば，原告形態は，原告商品の出所を示すものとして，需要者で
ある医師等の間で広く認識されている。
　 (ｲ)　また，原告形態は，原告商品の出所を示すものとして，需要者である胃潰
瘍の患者の間で広く認識されている。
　(2)　被告の認否及び反論
　 ア　法律論
　商品形態は，本来，その商品の有する機能ないし目的を合理的に発揮させること
に目的があり，商品形態は自他商品識別機能を有しないが，その形態が独特のもの
であるなどの特殊事情がある場合，長期的な継続使用や効果的な宣伝広告と相まっ
て，二次的に出所表示の機能を具備することがまれにあり得る。
　配色に商品等表示が認められるためは，小売店の棚に陳列されて販売されている
一般的な商品の場合においても上記のような極めて高い制約を越える必要がある。
医療用医薬品については，上記の一般的な商品とは異なり，更に高い制約を越える
必要がある。
　 イ　特徴のある形態
　 (ｱ)　原告の主張イ(ｱ)(特徴のある形態)は否認する。
　医師等は，胃潰瘍治療剤だけでなく，他の医療用医薬品も扱っているから，原告



形態が特徴的な形態であるか否かは，原告形態と胃潰瘍治療剤に限定されない医療
用医薬品の形態との比較において判断すべきものである。
　医療用医薬品の形態と比較した場合，原告形態は，独創性のないありふれたもの
である。
　仮に，原告形態と胃潰瘍治療剤の属する他の抗潰瘍用剤の形態とを比較した場合
でも，原告形態は，独創性のないありふれたものである。
　 (ｲ)　カプセルの色
　　ａ　抗潰瘍用剤
　緑色と白色の２色のカプセルが用いられている抗潰瘍用剤として，次の４種類が
ある(乙１６)。
①　アシノンカプセル７５(ゼリア新薬工業株式会社)(検乙１２)
②　アシノンカプセル１５０(ゼリア新薬工業株式会社)(検乙１３)
③　ゲファニールカプセル５０(住友製薬株式会社)(検乙１４)
④　ゲファニールカプセル１００(住友製薬株式会社)(検乙１５)
　上記各抗潰瘍用剤については，その形態が類似するジェネリック医薬品が多数存
在する(乙１６，検乙１６～２６)。
　　ｂ　その他の薬剤
　抗潰瘍用剤以外の薬剤のうち，緑色と白色の２色のカプセルが用いられている薬
剤として，次の薬剤がある(乙１７)。
①　ゼブンイー・Ｐ(科研製薬株式会社)(検乙２７)
②　インスミン１５(杏林製薬株式会社)(検乙２８)
③　ケフレックスカプセル(塩野義製薬株式会社)(検乙２９)
④　シンクルカプセル(旭化成ファーマ株式会社)(検乙３０)
⑤　ラリキシンカプセル(大正富山医薬品株式会社)(検乙３１)
⑥　アカルディカプセル２．５(日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社)(検乙３
２)
⑦　アタラックス－Ｐ(５０ｍｇ)(ファイザー株式会社)(検乙３３)
⑧　サマセフカプセル２５０(ブリストルマイヤーズ株式会社)(検乙３４)
⑨　ミコシストカプセル１００ｍｇ(塩野義製薬株式会社)(検乙３５)
⑩　スパネート(日本新薬株式会社)(検乙３６)
　　ｃ　販売時期等
　上記ａ及びｂの医療用医薬品は，原告商品の製造販売前ないし製造販売中に，相
当の期間にわたって，相当数販売されている。
　 (ｳ)　ＰＴＰシート
　　ａ　抗潰瘍用剤
　銀色地に青文字のＰＴＰシートのデザインを有する抗潰瘍用剤として，少なくと
も次の７種類の薬剤がある(乙１８)。
①　オメプラール錠２０(アストラゼネカ株式会社)(検乙３７)
②　ロノックカプセル(小野薬品工業株式会社)(検乙３８)
③　ケルナックカプセル(三共株式会社)(検乙３９)
④　タケプロンカプセル１５(武田薬品工業株式会社)(検乙４０)
⑤　タケプロンＯＤ錠１５(武田薬品工業株式会社)(検乙４１)
⑥　ガスフェロン錠２００ｍｇ(大正富山医薬品株式会社)(検乙４２)
⑦　オメプラゾン錠１０ｍｇ(三菱ウェルファーマ株式会社)(検乙４３)
　　ｂ　その他の薬剤
　銀色地に青色文字のＰＴＰシートが用いられている抗潰瘍用剤以外の薬剤とし
て，少なくとも９７種類の薬剤がある(乙１９)。
　　ｃ　販売時期等
　上記ａ及びｂの医療用医薬品は，原告商品の製造販売前ないし製造販売中に，相
当の期間にわたって，相当数販売されている。
　 (ｴ)　原告商品のジェネリック医薬品
　　ａ　他者製品が市場に出回り始めた時点で原告が権利主張をして阻止の措置を
執っていたかは，大きな考慮要素となる。
　　ｂ　次のとおり，銀色地に青色の文字等のデザインを付したＰＴＰシート並び
に緑色及び白色の２色のカプセルから構成されている原告商品のジェネリック医薬
品が，平成９年から販売されている。
平成９年販売開始
・コバルノン５０ｍｇ(検乙３)



・セフタック５０ｍｇ(検乙４)
・セルテプノンカプセル５０ｍｇ(検乙６)
・セループカプセル５０ｍｇ(検乙７)
平成１０年販売開始
・アントベックス(検乙８)
・デムナロン(検乙９)
・エクペックカプセル(検乙１０)
・アンタゴスチン(検乙１１)
・被告商品
平成１１年販売開始
・セルパス(検乙５)
　 ウ　長期間の使用等
　 (ｱ)　同ウ(ｱ)(情報伝達活動)は不知。
　 (ｲ)　同ウ(ｲ)(販売実績)は不知。原告商品の抗潰瘍用剤における販売シェアは，
年によって異なるが３％ないし１５％程度にすぎないと推測される。
　 エ　需要者
　 (ｱ)　医師等
　　ａ　同エ(ｱ)のうち，ａは認め，その余は否認する。
　　(a)　医師が患者に医薬品を処方する際には，患者に関する情報(疾患，症状，
年齢，検査所見，アレルギーなど)を基に，ＭＲや医薬卸業者からの製品情報，医薬
品の添付文書やインタビューフォームに記載された情報並びに薬価等の経済性等が
総合的に考慮される。近年，病院によっては，患者に対して処方する医薬品の説明
をするに当たり，視覚的効果を利用して患者の理解を助けるため，診察室に，個別
包装であるＰＴＰシート等の外観の写真が複数掲載されたパネル等を設置している
ことがあるが，医師が自らの薬剤識別のためにこのパネル等を用いることはない。
　　(b)　一般名処方で処方せんが出され，①処方せんに記載された一般名に対応す
る具体的な商品を薬剤師が選択する場合，薬剤師は，医薬卸業者やＭＲ，さらには
添付文書から得た製品情報(名称，効果・効能，副作用等)，患者の年齢等の情報，
値段等の観点から，薬剤師としての専門的知見に基づき，患者に提供する具体的な
商品を選択する。この場合において，薬剤師が各商品を識別するものは，各メーカ
ーごとに異なる商標であり，医療用医薬品のＰＴＰシート等の外観ではない。
　　(c)　一般名処方で処方せんが出され，薬剤師の説明を受けて患者が具体的な商
品を選択する場合，薬剤師は，患者に対して，処方せんに記載された一般名に対応
する具体的な商品を患者の面前に示した上で，当該医薬品の具体的商品名，効果・
効能，先発医薬品かジェネリック医薬品か，商品の値段等について詳細に説明した
上で(薬剤師の説明義務について，薬剤師法２５条の２，医療法１条の４第２項参
照)，具体的な商品は患者が選択する。この場合においても，患者が各商品を識別す
るものは，各メーカーごとに異なる商標であり，商品のＰＴＰシート等の外観では
ない。
　　ｂ　９３５通知
　　(a)　厚生省(当時)医薬安全局長から各都道府県知事にあてた平成１２年９月１
９日付け医薬発第９３５号「医療事故を防止するための医薬品の表示事項及び販売
名の取扱いについて」と題する通知(乙５。以下「９３５通知」という。)は，「医
薬品の誤投与を防止するためには，調剤時，投薬時及び患者の服用時に容易に本来
投与すべき医薬品が確認できるよう，ＰＴＰシートに販売名，規格等が記載されて
いることが重要であることから，今後承認される医薬品のＰＴＰシートに記載すべ
き事項については別添４のとおり取り扱うこととすること。」とし，別添４「ＰＴ
Ｐシート(内袋)の記載事項の取扱い」(以下「別添４」という。)の３項(記載項目)
で，医薬品のＰＴＰシートには，①和文販売名，②英文販売名，③規格・含量，④
識別コード，⑤ケアマーク，⑥注意表示を記載すべきものとし，その冒頭で，記載
項目の表示方法につき，「線等のデザインや記載項目を抜き文字等とする工夫は任
意とするが，本取扱いの趣旨が損なわれないよう配慮すること」とし，同４項(記載
場所)で，記載場所を指定している。
　　(b)　９３５通知は，医療用医薬品については販売名により識別を行う実務慣行
があること，及びＰＴＰシート等の外観に出所表示機能を持たせるべきではないこ
とを裏付けている。
　 (ｲ)　胃潰瘍の患者
　　ａ　同エ(ｲ)は否認する。



　医療用医薬品の流通過程において，積極的な商品選択を行うのは，ほとんどの場
合，処方せんを記載する医師又は医師の処方せんに従って医薬品を選択する薬剤師
であり，患者が商品選択に関与する場合は極めて限定されているから，患者は需要
者に当たらない。
  仮に患者が需要者に当たるとしても，医療用医薬品は，医師が処方せんに記載し
た具体的な商品名に基づいて薬剤師が商品を選択して患者に交付される場合が大部
分である。
　医師が処方せんに薬剤の一般名称を記載する場合も，薬剤師が処方せんに基づい
て商品を選択し，患者に交付するのが通常である。例外的に，患者が商品を選択す
る場合も，薬剤師から提供される商品名，効果・効能，先発医薬品とジェネリック
医薬品の別等の情報に基づいて行い，商品の形態に基づいては行われていないし，
自己の健康に直結する医薬品であるから，高い注意力を払って商品を選択してい
る。
　原告が指摘する月刊薬事の記事(甲１１)については，高齢者が薬剤を色で識別し
ていることを示し得るにとどまり，高齢者が薬剤の出所(メーカー)を色で識別して
いると推認させる箇所は見当たらない。
　 オ　ジェネリック医薬品の特殊性
　 (ｱ)　ジェネリック医薬品の販売については，自ら積極的に薬剤を選択せず，医
師等の処方に基づき服用する患者に先発医薬品との形態上の相違による無用の漠然
とした心理的不安感を生じさせないようにすると同時に，患者が同時服用している
可能性のある他の医薬品との誤飲等の医療事故を防ぐために，先発医薬品のカプセ
ル，ＰＴＰシートの形態の雰囲気にある程度近づけつつ，異なる商品名を明確に表
示することにより，出所の誤認，混同を防ぐ実務慣行が確立している。
　 (ｲ)　先発品とジェネリック医薬品の外観を大きく異ならしめた場合，患者が同
時に服用する異なった効能・効用を有する医薬品との誤服用の危険がむしろ発生し
てしまいかねないことから，ある程度ＰＴＰシート等の外観の雰囲気が似通うこと
は，９３５通知に示された厚生労働省の意思にも合致している。
　 カ　まとめ
　同カは否認する。
　４　争点(2)(類似性)に関する当事者の主張
　(1)　原告の主張
 　ア　類似
　原告形態と被告形態は，①銀色地に青色の文字等のデザインを付したＰＴＰシー
ト並びに②緑色及び白色の２色のカプセルから構成されている点で同一であり，被
告形態は，原告形態に類似する。
 　イ　相違点
　被告が後記被告の認否及び反論イで主張する相違点は，いずれも離隔的に観察し
た場合には認識することのできないわずかな相違点にすぎず，類似性の判断には影
響しない。
　(2)　被告の認否及び反論
 　ア　類似
　原告の主張アは否認する。
　９３５通知の趣旨からすれば，ＰＴＰシートにおいて販売名等の表示を目立たせ
る必要があり，医療用医薬品のＰＴＰシートの外観デザインの自由度は少なく，必
然的にありふれたものとならざるをえない。
　さらに，医療用医薬品は，患者が自らの疾病の治療を目的として服用するもので
あるから，ＰＴＰシート等の外観が奇抜なものは心理的に安定感を欠き，治療効果
の減殺を招くことから回避される傾向にあり，この点からも，医療用医薬品の外観
デザインの自由度は少なくなる。
　 イ　相違点
　原告形態と被告形態との間には，次の相違点が存在し，両者は類似していない。
　 (ｱ)　原告ＰＴＰシート表面には錠剤を横断する形の縞模様が存在するが，被告
ＰＴＰシートにはこのような模様は存在しない。
　 (ｲ)　原告ＰＴＰシートの表面と比較して，被告ＰＴＰシートの表面は光沢感が
強い。
　 (ｳ)　原告ＰＴＰシートの表面には「セルベックス５０ｍｇ」とカタカナで商品
名が記載されているのに対し，被告ＰＴＰシートの表面には「Ｔｅｒｐｅｎｏｎｅ
５０ｍｇ」とアルファベットで商品名が記載されている。



　 (ｴ)　原告ＰＴＰシートの表面に書かれた文字や線は，薄い青色であるのに対
し，被告ＰＴＰシートの表面に書かれた文字は，緑色がかった青色である。
　 (ｵ)　被告ＰＴＰシートの表面には，「ＫＷ３８９」の識別コードが，各錠剤の
真下部分に存在する。これに対し，原告ＰＴＰシートの表面には，識別コードの記
載がなく，裏面に「ＳＸ５０Ｅ」の識別コードの記載がある。
　 (ｶ)　原告ＰＴＰシートの裏面と比較して，被告ＰＴＰシートの裏面は，錠剤取
出し口部分において光沢感が強い。
　 (ｷ)　原告ＰＴＰシートの裏面には「Ｓｅｌｂｅｘ５０ｍｇ」とアルファベット
でシート上部に記載があり，かかるシート上部のアルファベット表記の間にプラス
チックリサイクルマークが存在し，かつ，裏面シート全体に「セルベックス」とカ
タカナで商品名が書かれている。これに対し，被告ＰＴＰシートの裏面は「テルペ
ノン５０㎎」とカタカナでシート上部に商品名が書かれ，かつ，裏面シート全体に
「テルペノン」のカタカナの商品名とともに，プラスチックリサイクルマークが随
所に印字されている。
　 (ｸ)　原告ＰＴＰシート裏面に書かれた文字やマークは濃い青色であるのに対
し，被告ＰＴＰシート表面に書かれた文字やマークは，水色がかった薄い青色であ
る。
　 (ｹ)　原告カプセルと被告カプセルを比較すると，被告カプセルは光沢感が強
く，色が濃い。また，原告カプセル及び被告カプセルには，緑色及びクリーム色の
部分にそれぞれ「ＳＸ５０Ｅ」，「ＫＷ３８９」との異なる識別コードが印字され
ている。
　５　争点(3)(混同のおそれ)に関する当事者の主張
　(1)　原告の主張
　 ア　事実上の推定
　前記４(1)のとおり，被告形態は原告形態に類似するから，需要者が被告商品を原
告商品と混同するおそれがあることは，事実上推定される。
 　イ　医師等
　前記３(1)エ(ｱ)のとおり， 医師等であったとしても，医薬品を商品名ではなくそ
の外観で認識することは十分考えられるところ，医師が原告商品を処方するつもり
で被告商品を処方したり，薬剤師が処方せんに従い棚に並んでいる薬品の中から原
告商品を選んだつもりで被告商品を選んでしまうおそれがある。
 　ウ　患者
　前記３(1)エ(ｲ)のとおり，胃潰瘍の患者についても，処方される医薬について関
心を持ち，医師に対し特定の医療用医薬品を処方してほしい旨の希望を伝えること
も十分考えられるところ，原告商品を常用している患者が，原告形態に類似する形
態を有する被告商品を胃潰瘍治療剤であるとの説明を受けただけで交付された場
合，被告商品を，原告商品，原告が製造若しくは販売する商品，又は原告と緊密な
営業上の関係を有する会社が製造若しくは販売する商品であると誤認して，被告商
品を服用するおそれがある。
　(2)　被告の認否及び反論
 　ア　事実上の推定
　原告の主張アは否認する。前記４(2)のとおり，原告形態と被告形態は類似しない
から，需要者が被告商品を原告商品と混同するおそれがあるとは認められない。
 　イ　医師等
　同イは否認する。前記３(2)エ(ｱ)のとおり，医師等は，薬剤の誤投与事故を防止
する見地から，医薬品を外観で識別してはならず，商品の名称及び識別コードで識
別しているから，混同のおそれはない。
 　ウ　患者
　同ウは否認する。患者が医療用医薬品の選択主体となる例外的な場合において
も，患者は，高い注意力を払って商品を選択するものであることから，混同のおそ
れはない。
　６　争点(4)(故意又は過失)に関する当事者の主張
　(1)　原告の主張
　 ア　被告は，被告商品を製造，販売する際，意図的に原告形態と類似する被告形
態を採用したものであり，被告商品を製造，販売する行為が不正競争防止法２条１
項１号に違反することを認識していた。
　 イ　被告は，被告商品を製造，販売するに当たり，原告形態の存在を知っていた
から，不正競争防止法２条１項１号に違反する事態が生じない被告商品の形態を選



ぶべき義務があるのに，これを怠った過失がある。
　(2)　被告の認否
　原告の主張は否認する。
　７　争点(5)(権利の濫用)に関する当事者の主張
　(1)　被告の主張
　 ア　被告商品の製造，販売
　前提事実(3)のとおり，被告は，平成１０年１０月に被告商品の販売を開始してか
ら平成１７年３月まででも約６年半にわたり，被告形態の被告商品を製造，販売し
てきた。
　 イ　原告の認識
　被告が被告商品の販売を開始した直後の平成１０年１０月，原告は，被告に対
し，被告商品が原告の特許権を侵害することを警告する内容証明郵便を送付し，こ
れをきっかけとして被告との間で交渉を行っていたから，原告は，平成１０年１０
月には，被告商品の形態を把握していた。
　 ウ　権利不行使
　それにもかかわらず，原告は，約６年半にわたって，被告商品の製造，販売を放
置した。
　 エ　結論
　よって，原告の被告に対する被告形態を理由とする不正競争防止法２条１項１号
違反の請求は，権利の濫用として許されない。
　(2)　原告の認否
　被告の主張ア(被告商品の製造，販売)，イ(原告の認識)及びウ(権利不行使)は認
め，エ(結論)は否認する。
　８　争点(6)(損害額)に関する当事者の主張
　(1)　原告の主張
　 ア　 売上額
　平成１４年３月２４日から平成１７年３月２３日までの間の被告商品の売上金額
は，１３２７万２０００円を下らない。
　 イ　被告の利益率
　被告の利益率は，少なくとも５０％を下らない。
　 ウ　結論
　したがって，原告が被った損害の額は，６６３万６０００円を下らないものと推
定される。
　(2)　被告の認否
　原告の主張ア(売上額)は認め，その余は否認する。
第３　当裁判所の判断
　１　争点(1)(商品等表示及び周知性)について
　(1)　形態の商品等表示性
　不正競争防止法２条１項１号が他人の周知商品等表示と同一又は類似の商品等表
示を使用することを不正競争と定めた趣旨は，同使用行為により周知な商品等表示
に化体された他人の営業上の信用を自己のものと誤認混同させて顧客を獲得する行
為を防止し，もって周知な商品等表示が有する営業上の信用を保護し，事業者間の
公正な競争を確保することにある。
　商品の形態が特定の商品と密接に結びつき，その形態を有する商品を見ればそれ
だけで特定の者の商品であると判断されるようになった場合には，当該形態が出所
表示機能を獲得し，特定の者の商品等表示として需要者の間に広く認識されている
ものということができる。
　ある商品の形態が極めて特殊で独特な場合には，その形態だけで商品等表示性を
認めることができるが，形態が特殊とはいえなくても，特徴のある形態を有し，そ
の形態が長年継続的排他的に使用されたり，短期であっても強力に宣伝されたよう
な場合には，当該形態が出所表示機能を獲得し，その商品の商品等表示になってい
ると認めることができる場合がある。
　(2)　特徴のある形態
 　ア　はじめに
　原告形態は，形態が極めて特殊で独特であり，その形態だけで商品等表示性を認
めることができる場合には当たらないから，以下，原告形態が特徴のある形態を有
し，その形態が長年継続的排他的に使用されたり，短期であっても強力に宣伝され
た結果，出所表示機能を獲得した場合に当たるかについて検討する。



　 イ　原告形態
　 (ｱ)　構成
　前提事実(2)イのとおり，原告形態は，カプセルの色が緑色と白色の２色で，ＰＴ
Ｐシートのデザインが銀色地に青色文字で記載された形態を有するものである。
　 (ｲ)　特徴点
　　ａ　証拠(甲１１，乙５，１８，１９)及び弁論の全趣旨によれば，医療用医薬
品のＰＴＰシートとして，銀色又は金色が採用されることが多いこと，その結果，
ＰＴＰシートの色と文字の色の組合せとして一般的に用いられているものの種類は
さほど多くないことが認められる。
　しかも，原告形態を観察すると，透明の包装を通して見ることのできる緑色と白
色の２色のカプセルの色は，それを見る人の注意を惹き，面積の広いＰＴＰシート
の銀色も見る人の注意を惹くが，ＰＴＰシート上に記載される文字の色は，面積が
さほど大きくないこともあって見る人の注意をあまり惹かないものと認められる。
　したがって，原告形態において，取引上需要者の注目を惹く部分は，ＰＴＰシー
トの銀色と緑色白色の２色のカプセルの色であると認められる。
　　ｂ　被告は，ジェネリック医薬品の販売については，患者に先発医薬品との形
態上の相違による無用の漠然とした心理的不安感を生じさせないようにする等の理
由で，先発医薬品のカプセル，ＰＴＰシートの形態の雰囲気にある程度近づけつ
つ，異なる商品名を明確に表示することにより，出所の誤認，混同を防ぐ実務慣行
が確立しており，そのことは，後記９３５通知に示された厚生労働省の明確な意思
にも合致する旨主張する。
　しかしながら，後記９３５通知から被告主張の点を読み取ることは到底できない
し，他に被告主張の実務慣行を認めるに足りる証拠はないから，被告の上記主張か
ら，原告製品のカプセルの色等が需要者の注目を惹く部分ではないと認めることは
できない。
　 ウ　需要者と考慮すべき医薬品の範囲
　 (ｱ)　医師等
　医師等が原告商品の需要者であることは，当事者間に争いがない。
  胃潰瘍治療剤を処方する医師として内科医を想定しても，内科医は，日々胃潰瘍
治療剤だけでなく，広範囲の医療用医薬品を取り扱っているものであるから，原告
形態が出所表示機能を獲得したかの判断に当たっては，原告形態がカプセル剤であ
る医療用医薬品の中で特徴のある形態を有しているか否かを検討すべきである。
　薬剤師についても，日々胃潰瘍治療剤だけでなく，広範囲の医療用医薬品を取り
扱っているものであるから，同様に，原告形態がカプセル剤である医療用医薬品の
中で特徴のある形態を有しているか否かを検討すべきである。
　 (ｲ)　患者
　  ａ　患者は，自ら積極的に薬剤を選択しないことの方が多いものの，処方され
る医薬品に関心を持ち，医師に対し，特定の医療用医薬品を処方してほしいとの希
望を伝えることも十分考えられるから，患者も，原告商品の需要者に当たるものと
認めるべきである。
　これに反する被告の主張は，患者は医療において医師の言うがままの受け身の立
場にあるとの古い医療観を前提とするものであり，採用することができない。
　  ｂ　胃潰瘍治療剤の投与を受けている患者を需要者として想定しても，高齢化
の進展とともに患者が複数の疾患に罹患し，胃潰瘍治療剤だけでなく同時に多くの
種類の医療用医薬品を服用していることは容易に想定することのできる事態である
し，高齢者ではなくても，患者が風邪や受傷により年に数回受診し，胃潰瘍治療剤
に加え，多くの種類の医療用医療品に接するものと認められる。したがって，胃潰
瘍治療剤の投与を受けている患者についても，原告形態がカプセル剤である医療用
医薬品の中で特徴のある形態を有しているか否かを検討すべきである。
　 (ｳ)　他の医療用医薬品の形態
　　ａ　原告商品のジェネリック医薬品
　銀色地に青色の文字等のデザインを付したＰＴＰシート並びに緑色及び白色の２
色のカプセルから構成されている原告商品のジェネリック医薬品が次のとおり販売
されていることは，当事者間に争いがない。
平成９年販売開始
・コバルノン５０ｍｇ(検乙３)
・セフタック５０ｍｇ(検乙４)
・セルテプノンカプセル５０ｍｇ(検乙６)



・セループカプセル５０ｍｇ(検乙７)
平成１０年販売開始
・アントベックス(検乙８)
・デムナロン(検乙９)
・エクペックカプセル(検乙１０)
・アンタゴスチン(検乙１１)
・被告商品
平成１１年販売開始
・セルパス(検乙５)
　　ｂ　抗潰瘍用剤
　各項に掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば，胃潰瘍治療剤の属する抗潰瘍用剤
(原告商品及び上記ａを除く。)として，次のカプセルの色及びＰＴＰシートのデザ
インのものが販売されていることが認められる。○を付したものは先発医薬品であ
り，その他のものはジェネリック医薬品である。
○・アシノンカプセル１５０(ゼリア新薬工業株式会社)(検乙１３，乙２６の２)
　　カプセルの色　　　　　　　緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　白色地(裏面銀色地)に青色文字
　　販売開始時期　　　　　　　平成２年９月
　・ニザチジンカプセル１５０ｍｇ「ＯＨＡＲＡ」(大原薬品工業株式会社)(検乙２
０，乙２６の９)
　　カプセルの色　　　　　　　緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　銀色地に青色文字
　　販売開始時期　　　　　　　平成１４年７月
　・ニザチンカプセル１５０(沢井製薬株式会社)(検乙２１，乙２６の１０)
　　カプセルの色　　　　　　　緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　銀色地に青色文字
　　販売開始時期　　　　　　　平成１４年７月
　・チザノンカプセル１５０(大正薬品工業株式会社)(検乙２２，乙２６の１１)
　　カプセルの色　　　　　　　緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　白色地(裏面銀色地)に青色文字
　　販売開始時期　　　　　　　平成１４年７月
　・ドルセンカプセル１５０ｍｇ(辰巳化学株式会社)(検乙２３，乙２６の１２)
　　カプセルの色　　　　　　　緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　乳白色地(裏面銀色地)に青色文字
　　販売開始時期　　　　　　　平成１４年７月
　・ニザノンカプセル１５０(東和薬品株式会社)(検乙２４，乙２６の１３)
　　カプセルの色　　　　　　　緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　乳白色地(裏面銀色地)に青色文字
　　販売開始時期　　　　　　　平成１４年７月
○・ゲファニールカプセル５０(住友製薬株式会社)(検乙１４，乙２６の３)
　　カプセルの色　　　　　　　緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　銀色地に緑色文字
　　販売開始時期　　　　　　　昭和４５年８月
　・ゲファルナートＣ(ツルハラ)(鶴原製薬株式会社)(検乙２５，乙２６の１４)
　　カプセルの色　　　　　　　緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　銀色地に緑色文字
　　販売開始時期　　　　　　　昭和５３年４月
　・ヨウファナート「カプセル」(株式会社陽進堂)(検乙２６，乙２６の１５)
　　カプセルの色　　　　　　　緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　銀色地に緑色文字
　　販売開始時期　　　　　　　昭和５６年９月
　　ｃ　抗潰瘍用剤以外の医療用医薬品
　各項に掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば，次のカプセルの色及びＰＴＰシー
トのデザインの抗潰瘍用剤以外の医療用医薬品が販売されていることが認められ
る。
　・セブンイー・Ｐ(科研製薬株式会社)(検乙２７，乙２７の１)
　　カプセルの色　　　　　　　濃い緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　銀色地に緑色文字



　　販売開始時期　　　　　　　昭和５９年６月
　・インスミン１５(杏林製薬株式会社)(検乙２８，乙２７の２)
　　カプセルの色　　　　　　　濃い緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　金色地に青色文字
　　販売開始時期　　　　　　　昭和５４年４月
　・ケフレックスカプセル(塩野義製薬株式会社)(検乙２９，乙２７の３)
　　カプセルの色　　　　　　　濃い緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　銀色地に緑色文字
　　販売開始時期　　　　　　　昭和４５年５月
　・シンクルカプセル(旭化成ファーマ株式会社)(検乙３０，乙２７の４)
　　カプセルの色　　　　　　　濃い緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　銀色地に緑色文字
　　販売開始時期　　　　　　　昭和４７年１１月
　・ラリキシンカプセル(大正富山医薬品株式会社)(検乙３１，乙２７の５)
　　カプセルの色　　　　　　　濃い緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　銀色地に黒色文字
　　販売開始時期　　　　　　　昭和４７年９月
　・アタラックス－Ｐ(５０ｍｇ)(ファイザー株式会社)(検乙３３，乙２７の７)
　　カプセルの色　　　　　　　濃い緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　金色地(裏面銀色地)に紺色文字
　　販売開始時期　　　　　　　昭和４４年１２月
　・サマセフカプセル２５０(ブリストルマイヤーズ株式会社)(検乙３４，乙２７の
８)
　　カプセルの色　　　　　　　緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　金色地(裏面銀色地)に緑色文字
　　販売開始時期　　　　　　　昭和５７年８月
　・スパネート(日本新薬株式会社)(検乙３６，乙２７の１０)
　　カプセルの色　　　　　　　緑色と白色の２色
　　ＰＴＰシートのデザイン　　銀色地に緑色文字
　　販売開始時期　　　　　　　昭和４６年１２月
　 エ　検討
　 (ｱ)　上記ウに認定した事実によれば，抗潰瘍用剤であるアシノンカプセル１５
０及びそのジェネリック医薬品並びにゲファニールカプセル５０及びそのジェネリ
ック医薬品の形態と原告形態とは，需要者の注目を惹く部分であるカプセルの色が
類似し，ＰＴＰシートについても，アシノンカプセル１５０及びそのジェネリック
医薬品並びにゲファニールカプセル５０及びそのジェネリック医薬品のＰＴＰシー
トは，銀色又は白色(文字は青色又は緑色)である。
  抗潰瘍用剤以外でも，セブンイー・Ｐら８種類の医薬品の形態と原告形態とは，
需要者の注目を惹く部分であるカプセルの色が類似し，そのうちセブンイー・Ｐら
５種類の医薬品のＰＴＰシートは，銀色地(文字は緑色又は黒色)である。
　さらに，平成９年以降，原告形態に類似する多くの原告商品のジェネリック医薬
品が販売されている。
　 (ｲ)　これらの事実によれば，原告商品は，本件口頭弁論終結日である平成１７
年１２月時点ではもちろん，損害賠償請求の時点とされる平成１４年３月以降の時
点においても，特徴のある形態を有していたものと認めることはできない。
　 (ｳ)ａ　これに対して，原告は，原告形態が特徴的な形態か否かを判断するに当
たり，カプセルの色とＰＴＰシートのデザインは一体として考察すべきであり，こ
れらを一体として考察したときには，原告形態と同一又は類似の形態の医薬品は存
在しないと主張する。
　しかしながら，カプセルの色とＰＴＰシートのデザインを一体として考察した場
合でも，前記ウのとおり，取引上需要者の注目を惹くＰＴＰシートの銀色と緑色白
色の２色のカプセルの色を備えた医療用医薬品は数多く存在しているから，原告の
上記主張は，採用することができない。
    ｂ　原告は，アシノンカプセル１５０及びゲファニールカプセル５０について
は，カプセルの色彩が異なっている旨主張する。
　確かに，証拠(検乙１３，１４，乙２６の２及び３)によれば，アシノンカプセル
１５０等のカプセルの色はやや明るめの淡い緑色であり，アシノンカプセル１５０
についてはＰＴＰシートの色が白色であることが認められるが，原告形態からその



出所として原告を想起することを妨げる一事情とはなり得る程度の色の類似性は有
しているものと認められるから，原告の上記主張は，採用することができない。
　(3)　販売実績等
 　ア　情報伝達活動
　証拠(甲１，２，３の１～４，４の１～３)及び弁論の全趣旨によれば，原告は，
原告商品の販売開始された昭和５９年１２月以来２０年以上にわたり，１０００人
に達するＭＲを通じて，全国の医師等に対し，製品便覧や新発売ご案内のチラシを
配布して，原告商品に関する情報提供及び宣伝活動を行ってきたこと，製品便覧等
では原告形態やカプセルだけの形態の写真も掲載されているが，細粒の形態の写真
や箱入り又は缶入りの状態の写真が掲載されたものもあることが認められる。
　 イ　販売実績
　証拠(甲１３，１６)によれば，原告商品(剤型が細粒であるものを含む。以下，こ
の項で同じ。)の売上高は，昭和５９年は１０億円であったが，平成元年には１８０
億円になり，最高の売上げを記録した平成７年には４８２億円に達したこと，医薬
品が医師によってどれだけ処方されたかを示す処方ランキングにおいて，全国の病
院で処方された全医薬品の中で平成１３年まで処方ランキングの２位を維持し(開業
医では６位程度)，平成１６年においても同ランキングの４位であったこと(開業医
では７位)，及びＡ２Ｂ抗潰瘍用剤の中では，原告商品は，平成１２年から平成１６
年まで処方ランキングで，病院，開業医とも１位であったことが認められる。
　 ウ　原告ホームページ等
　証拠(甲１５，乙１５)及び弁論の全趣旨によれば，原告商品については，医療用
医薬品であるため，最終需要者である患者向けのテレビコマーシャル等の広告宣伝
は行われていないが，原告ホームページ(甲１５)には，製品情報の１つとしてセル
ベックスの説明がされ，原告形態の写真も掲載されていることが認められる。
  (4)　医療用医薬品の識別
 　ア　９３５通知
 　(ｱ)　厚生省(当時)医薬安全局長から各都道府県知事にあてた平成１２年９月１
９日付け医薬発第９３５号「医療事故を防止するための医薬品の表示事項及び販売
名の取扱いについて」と題する通知(９３５通知)は，「医薬品の誤投与を防止する
ためには，調剤時，投薬時及び患者の服用時に容易に本来投与すべき医薬品が確認
できるよう，ＰＴＰシートに販売名，規格等が記載されていることが重要であるこ
とから，今後承認される医薬品のＰＴＰシートに記載すべき事項については別添４
のとおり取り扱うこととすること。」とし，別添４の３項(記載項目)で，医薬品の
ＰＴＰシートには，①和文販売名，②英文販売名，③規格・含量，④識別コード，
⑤ケアマーク，⑥注意表示を記載すべきものとし，その冒頭で，記載項目の表示方
法につき，「線等のデザインや記載項目を抜き文字等とする工夫は任意とするが，
本取扱いの趣旨が損なわれないよう配慮すること」とし，同４項(記載場所)で，記
載場所を指定していることは，当事者間に争いがない。
   (ｲ)　９３５通知は，ＰＴＰシートにつき類似した外観を有する医薬品が複数存
在することを前提として，医薬品の誤投与が健康被害をもたらす危険性にかんが
み，医薬品の取り違えを減少させるため，ＰＴＰシートへの販売名等の分かりやす
い記載を義務づけたものと認められる。
   イ　ピルブック等
　証拠(甲５～７，２６)によれば，近年，医師等を対象として処方薬を写真で紹介
する専門書や，患者を対象として処方薬を写真等から検索できるようにして紹介す
る書籍が発行されていることが認められる。
　これらの事実は，患者はもちろん，医師等においても，カプセルやＰＴＰシート
の色を１つの手がかりとして医療用医薬品の識別を行っていることをうかがわせる
ものである。
　 ウ　識別の実際
　 (ｱ)　医師等
　前記９３５通知から認められるように，ＰＴＰシートにつき類似した外観を有す
る医薬品が複数存在する状況下で，外観だけに頼って医療用医薬品の識別を行うこ
とは，医薬品の取り違えの確率を高めるものであるから，医師等は，外観を医療用
医薬品の識別の補助に使用することはあっても，最終確認としてＰＴＰシートに記
載された販売名等を確認し，識別を行っているものと認められる。
　その結果，医師等が医療用医薬品を選択，識別するに当たり，配色を含む形態の
果たす割合は相当低いものであり，スーパーマーケットの棚に並べられている一般



消費財の場合と同様に取り扱うことはできないといわなければならない。
　 (ｲ)　胃潰瘍の患者
　前提事実(4)のとおり，胃潰瘍の患者は，医師の処方に基づいて医療用医薬品を購
入するものであり，大多数の場合である商品名で処方がされる場合，及び例外的に
医師により一般名処方で処方され，薬剤師が具体的商品を選択する場合，胃潰瘍の
患者が医療用医薬品の選択に関与することはないが，ごく例外的に，医師により一
般名処方で処方され，かつ薬剤師が患者の選択に委ねる場合がある。
　この場合，弁論の全趣旨のよれば，薬剤師は患者に対し，いくつかの商品の現物
を提示することはあっても，薬としての同等性や価格の差についても説明し，患者
は，それらの情報を総合して商品の選択を行うことが多いと認められるから，この
ような選択において医療用医薬品の外観が果たす役割は，さほど高いものではない
と認められる。
　前記(2)ウ(ｲ)のとおり，患者が処方される医薬品に関心を持ち，医師に対し，特
定の医療用医薬品を処方してほしいとの希望を伝えることも十分考えられる。この
場合，医師等の場合に比し，患者が販売名等を確認せずに外観によって原告商品を
識別することがより高い割合であるとは考えられるが，自己の健康に直結する医療
用医薬品を識別するものであるから，スーパーマーケットの棚に並べられている一
般消費財の場合とは異なり，相当程度の注意を払って医療用医薬品を識別するもの
と考えられる。
　(5)　判断
　以上の事実を総合すれば，本件口頭弁論終結日である平成１７年１２月時点にお
いても，損害賠償請求の時点である平成１４年３月以降の時点においても，原告形
態が原告商品と密接に結びつき，原告商品を見ればそれだけで原告の商品であると
判断されるようになったものとまで認めることはできず，原告形態が原告の商品等
表示として需要者の間に広く認識されているということはできない。
　なお，医療用医薬品も商取引の対象となる商品であることに変わりはないから，
ジェネリック医薬品につき，先発医薬品に類似した外観を採用することは，不正競
争防止法の観点からは，決して望ましいことではない(前記のとおり，ジェネリック
医薬品受入れの心理的障害の除去等のために，ジェネリック医薬品につき先発医薬
品に類似した外観を許容する実務慣行の成立は認定できないものである。)。したが
って，医療用医薬品であっても，形態の独自性の程度が高く，形態の類似するジェ
ネリック医薬品に対し速やかに販売差止等の法的処置を執った等の要件が整えば，
医薬品の取り違えから生ずる健康被害を防止するため販売名等の確認が不可欠とさ
れている点を併せ考慮しても，不正競争防止法２条１項１号の要件を満たすことは
十分あり得ることを付言する。
　２　結論
　よって，原告の請求は，その余の点について判断するまでもなくいずれも理由が
ないから，棄却することとし，主文のとおり判決する。

　　　　　　東京地方裁判所民事第４０部

　　　　　　　　　　　　　裁判長裁判官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　　　川　　　正　　　巳

　　　　　　　　　　　　　　　　裁判官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　杉　　　浦　　　正　　　樹

　　　　　　　　　　　　　　　　裁判官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　髙　　　嶋　　　　　　　卓
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